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年頭から自民、民主らが改憲に気勢 
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 2004年は、冒頭から自民、民主、公明の党首による憲法改悪発言が飛び出してい
ます。また、自衛隊のイラクへ派兵に向けた動きがすすめられるとともに、19日か
らの通常国会には国民統制法（「国民保護法」）や憲法改悪のための「国民投票法案」

の提出が企てられています。まさに憲法改悪阻止のたたかいの正念場の年です。 
                     

自民は運動方針の第１に 
【自民党】 党憲法調査会の改憲案

作成のプロジェクト・チームは年末の

12月 30日も会議を開く力のいれよう
です。この日は山崎拓・特別顧問のメ

モにもとづき前文について検討。①国

際貢献主義、②日本の歴史・伝統・文

化の継承、③基本的人権の尊重、を盛

り込むことを確認しました。 
また、１月４日には、中川秀直・国

対委員長が、憲法「改正」国民投票法

案を通常国会に議員提案で提出するこ

とを表明しました。 
また、16日に開かれる党大会に提案
する運動方針案では、「重点政策」の第

１に憲法改悪を掲げています（別項）。 
【民主党】 菅代表は１月５日の仕

事はじめであいさつし、「憲法を変え 

 
「憲法改正国民投票法案」に 
 反対する院内集会のご案内 
 
◇と き １月 23日 14：00 
◇ところ 衆院第２議員会館 第

１会議室 
◇お話 隅野隆徳・専修大学教授 
◇発言 各党議員、各界から 
主催／「５・３憲法集会」実行委

員会 
 
ることが政治の混乱を招くから、解釈

（変更）によって（改憲を）先送りし

たとすれば、問われる課題だ。あと二

年で公布から 60 年を迎える。わが党
が『こういう形に変えるべきだ』と提

案したら、大きく方向性が出てくる」

と述べ、2006年までに党独自の改憲案
をまとめる意向を表明しました。これ

は、党大会で正式に表明すると報じら

憲法改悪許さぬたたかいの正念場 



れています。 
【公明党】 神崎代表は１月５日の

新春幹部会で、「国際貢献を進める中

で、憲法とのかかわりがいろいろ論議

されている。時期を見て党の最終見解

をまとめたい」と、９条問題で党内論

議を活発化させることに意欲を示しま

した。また、「現憲法に欠けている環境

権、プライバシーなどを追加する『加

憲』も有力だ」と、憲法改悪の「入口」

にも言及しました。 

２月 20日に「交流討論会」 
中央憲法会議は、自由法曹団、歴史

教育者協議会、労働者教育協会ととも

に、1000人規模の憲法学習講師団の編
成をめざしています。そのための学習

と講師活動について交流をはかる「交

流討論集会」の大綱がかたまりました。 
◇日時 ２月 20日 ６時 30分   
◇会場 全労連会館２Ｆ 
◇内容  
＊基調講演 小林武・南山大教授 
＊学習のすすめ方についての交流 
＊行動提起 

各地の動き 

【秋田】 憲法会議は、憲法をめぐ

る重大な重大な情勢に対応するための

活動と体制の強化をめざし、１月 17
日午後 13 時 30 分から、「イラク派兵
反対！平和憲法を守る県民のつどい」

を開きます。講師は中央憲法会議の川

村俊夫事務局長、会場はジョイナスで

参加費 300円。 
【愛知】 １月 31 日、「2004 年定

期総会」を開きます。総会では、「2004 

  
自民党運動方針案より 

 
重点政策（１）―①憲法改正へ国

民的な論議をしよう 
自主憲法の制定は、わが党立党以

来の党是である。 
わが党は、先の総選挙の政権公約

に掲げた通り、立党 50 周年を迎え
る平成 17 年に「新憲法草案」を取
りまとめ、これを公表し、広く国民

からの意見募集を行い、全国各地に

おいて党主催による新憲法草案に関

する公聴会を開催し、憲法改正に向

けた国民的論議を展開する。 
また、日本国憲法第 96条は、「こ
の憲法の改正は、各議院の総議員の

３分の２以上の賛成で、国会が、こ

れを発議し、国民に提案してその承

認を経なければならない」と規定し

ており、国会における憲法改正の原

案の提出、その審議手続きなどにつ

いて定める国会法の一部改正と、憲

法改正のための国民投票の手続につ

いて定める日本国憲法改正国民投票

法の２つの法律の制定が必要であ

る。 
 わが党は、「新憲法草案」の取りま

とめと併せて、国会法の一部を改正

する法律案、日本国憲法改正国民投

票法案についても検討を進め、早期

成立を目指す。  
年の憲法状況――イラク派兵・『国民保

護法制』・教育基本法『改正』」をテー

マに森英樹事務局長が基調講演をおこ

ないます。 
国民統制法（『国民保護法』）を特集 
 『月刊憲法運動』１月号は、政府が

今国会提出をねらう国民統制法（「国民

保護法」）についてＱ＆Ａ方式でわかり

やすく解説しています。ご活用下さい。 


